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通需要マネジメント(TDM)という。道路をすぐに新

設・拡幅できないとき、時差通勤によってピーク

需要を変化させたり、他の交通手段への転換を図

ったりして、既存の道路施設を最大限に活用した。

図-4の中でTDMのメカニズムを説明すると、土地

利用から交通に向けての時計回りの関係を、交通

から土地利用に向けた反時計回りの流れを起こす

施策といえる。 

 

4.望ましい都市構造と新しい交通 

成熟社会である我が国の都市構造を、大胆な規

制や開発で変えることは難しい。市街地を変える

逆線引きやダウンゾーニングなどの都市計画手法

は存在するが、現実社会で実行するとなると政治

的にも行政的にもきわめて困難である。また、バ

ブル期に実施したような大規模な都市開発を、緩

やかな経済成長下で、かつ厳しい都市財政下で計

画するのは「絵に描いた餅」となる危険性が高い。 

かといって、人口減少が進む日本の都市で、こ

のままの都市構造が続くと、広大な市街地の維持

管理費が重くのしかかり、将来的に都市財政が破

たんする可能性が高い。モータリゼーションの進

展によって拡大した市街地を、いかに整理・統合

して持続可能な都市へと転換できるかは、成熟し

た社会では急務である。 

このような課題を解決するための、実現可能な

手法とは何か？そのヒントの一つが交通である。

前述したように、交通を上手に使うと、都市の形

を変えることができる。都市の主要な交通手段が

徒歩、鉄道、自動車と変化するごとに、都市構造

が大きな変化を遂げた。それは、新たな交通機関

の台頭が、新しい都市構造を創ることを示してい

る。 

次世代の都市構造として注目を集めている、 

コンパクトシティ(Compact City)も、交通体系を

再構築することで、実現に近づくことができる。

特に、超高齢社会に対応しつつ、環境に優しい新

しい公共交通を主軸とした都市の改変を提案した

い。ここで挙げた新しい公共交通とは、以下のよ

うな機能を有するものである。 

①定時性：専用走行路を有し，渋滞に影響され

ないシステムであること 

②快適性：振動が少なく，バリアフリーで高齢

者にも優しいシステムであること 

③環境性：少ないエネルギーで運行でき，騒音

や排出ガスが少ないこと 

④魅力性：車両や停車場が街並みに適合し，ま

ちづくりに寄与できること 

重要なことは，車からの乗り換えを誘発するだ

けの機能と，沿道土地利用を変化させるだけの付

加価値を有するシステムである。このような機能

を有する公共交通システムとして，近年注目され

ているのが次世代路面電車システム(LRT)である。 

 LRTは Light Rail Transitの略語で，主として

都市間交通を担う鉄道（Heavy Rail）に対して，

都市内交通を担う軽量軌道(Light Rail)として注

目されており，わが国では「次世代型路面電車シ

ステム」と訳されている。特徴としては，従来の

路面電車の性能を向上させ，他の交通手段との連

携強化を図り，総合的な都市交通システムとして，

まちづくりに貢献しているものを指す。1978年に

エドモントン市（カナダ）で整備されたLRTが最

初とされる。その後，世界中でLRTの導入都市は

増え続け，2013年時点で140都市を上回り、その

後も増え続けている 2)。 

 図-5は、最も自動車依存の高い都市ヒュースト

ン（一人あたりの自動車の燃料消費量が世界一）

に導入されたLRTの写真である。 

 

図-5 ヒューストン（米国）のＬＲＴ 
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1.はじめに 

路線バスをはじめとした地域公共交通の衰退が

問題とされて久しい。わが国における乗合バスの

年間輸送人員は、1968年度の101億人をピークに

漸減傾向であり、2008年度には43億人となった1。

40年間で6割の利用者が逸走したことになる。こ

うした背景として、一般に「モータリゼーション

の進展」や「少子高齢化」が挙げられ、地域公共

交通の衰退が必然であるかのように評されること

が多い。しかし、最近では、国内の大手自動車メ

ーカーがテレビコマーシャルで「免許を取ろう」

というキャッチフレーズを採用するなど、むしろ

「クルマ離れ」というキーワードすら見かけるよ

うになった。また、少子化により通学交通の減少

は考えられるが、高齢者の外出には、むしろ地域

公共交通が重宝されるはずである。ところが、わ

が国の市民が地域公共交通に回帰したという話は、

さほど耳にしない。すなわち、モータリゼーショ

ンと少子高齢化だけが地域公共交通の衰退を招い

たわけではなく、ほかの要因にも着眼することが

必要である。 

本稿では、地域公共交通のなかでも、路線バス

やデマンド交通（DRT；Demand Responsive Transport）な

ど、乗合公共交通を対象に、とりわけ地方行政に

おける政策の課題やまちづくりとの接点について、

筆者が関わった事例を踏まえて考察する。 

                                                      
1 日本バス協会「2012年版 日本のバス事業」掲載表に

基づく。 

2. 地域公共交通ネットワークは誰が守るのか 

わが国の地域公共交通は、市民の日常生活に欠

かせない移動を支える身近な存在である半面、被

規制産業としての側面を持つ。このうち、乗合バ

ス事業は、長年にわたり、路線単位の免許制を原

則とする需給調整規制の下で運営されてきた。そ

のため、赤字路線であっても、事実上のエリア独

占事業者が運行する黒字路線からの内部補助によ

って維持されるしくみであった。しかし、利用者

の減少で、採算路線自体が少なくなり、「本来民間

企業として営まれている乗合バス事業者に対して、

公共性の名の下に、現在のような形での内部補助

のシステムを半ば強制してきたため、結果として

営利サービスになじまないような赤字路線を多く

抱えさせることとなり、事業意欲を減退させてき

たのではないか」2といった問題も指摘されるよう

になった。こうした経緯から、2002年 2月に、乗

合バス事業の規制緩和が図られ、需給調整規制が

撤廃された。これがわが国における地域公共交通

政策の大きな転換点になったのである。 

規制緩和以前の乗合バス事業は、国と交通事業

者との関係が基本であり、地方公共団体（とりわ

け市町村）が主体的に関与する機会がなかった。

そのため、市町村が関与できたのは、例えば、交

通事業者に委託運行しているコミュニティバスや

廃止代替バスなど、補助金を直接支出しているケ

                                                      
2 運輸省「乗合バス事業の規制緩和、生活路線維持につ

いて 自動車交通部会バス小委員会中間報告」より。 
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